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平成 25 年 2 月 15 日 

各      位 

会 社 名 株式会社ジー・テイスト 

代 表 者 名 代表取締役社長 稲吉 史泰 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード番号 2694） 

問 合 せ 先  執行役員管理本部長 岩崎 友也 

    （ TE L． 02 2－ 7 6 2－ 8 5 4 0）     

 

第三者割当による第三者割当による第三者割当による第三者割当による無担保無担保無担保無担保転換社債型新株予約権付社債の転換社債型新株予約権付社債の転換社債型新株予約権付社債の転換社債型新株予約権付社債の発行発行発行発行に関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせ    

当社は、平成25年2月15日開催の当社取締役会において、下記のとおり第三者割当による転換社債型新株予約

権付社債（本割当に係る新株予約権付社債を、以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債部分のみを「本

社債」、新株予約権部分のみを「本新株予約権」という。）の発行を行うことを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。 

記 

１．募集の概要 

株式会社ジー・テイスト第6回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順

位特約付） 

（１） 払 込 期 日 平成 25 年 3 月 18 日 

（２） 新株予約権の総数 40 個 

（３） 

社債及び新株予約権

の 発 行 価 額 

各本社債の払込金額：金 10,000,000 円（額面 100 円につき金 98 円） 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

（４） 

当該発行による潜在

株 式 数 

11,428,571 株 

（５） 資 金 調 達 の 額 392,000,000 円（差引手取概算額：389,206,667 円） 

（６） 

行 使 価 額 

（又は転換価額） 

1 株あたり 35.0 円。なお、本新株予約権付社債には転換価額の修正条

項は付されておりません。 

（７） 

募集又は割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当てる。 

（８） そ の 他 

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2) 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとします。 

(3) 本新株予約権付社債の割当については、金融商品取引法に基

づく有価証券届出書の届出の効力発生を条件とします。 

(4) 株式会社ジー・テイスト第 6 回無担保転換社債型新株予約権

付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）

（以下「第 6 回新株予約権付社債」といいます。）と、株式

会社ジー・テイスト第 7回無担保転換社債型新株予約権付社

債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（以

下「第 7 回新株予約権付社債」といいます。）及び株式会社
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ジー・テイスト第 8 回無担保転換社債型新株予約権付社債

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（以下

「第 8 回新株予約権付社債」といいます。）との差異は以下

のとおりです。 

① 第6回新株予約権付社債及び第7回新株予約権付社債に

おける新株予約権の行使期限は平成 25 年 4 月 1 日から平成

32 年 3月 18 日まであるのに対して、第 8 回新株予約権付社

債における新株予約権の行使期限は平成26年 3月 18日から

平成 32 年 3 月 18 日となっております。 

 第 8 回新株予約権付社債における新株予約権の行使期限

の始期を、第 6回新株予約権付社債及び第 7回新株予約権付

社債における新株予約権の行使期限の始期よりも遅く設定

することで、各社債に付された新株予約権の行使期限の始期

が全て同一である場合よりも、各新株予約権の行使可能期間

中に分散して実行されることが期待できるため、株式の希薄

化の程度が穏やかとなり、その分、既存株主への影響が一定

程度軽減されることが期待できます。 

② 後記「６．割当先の選定理由等 （３）割当先の保有方

針」記載の割当先の保有方針及び株式会社ジー・コミュニケ

ーションと当社の連結関係の維持を含むジー・コミュニケー

ショングループ（後記「２．募集の目的及び理由 （１）募

集の目的」におけるのと同様の意味を有するものとする。）

の一体性維持の観点に鑑み、第 6 回新株予約権付社債につい

ては、後記「株式会社ジー・テイスト第 7回無担保転換社債

型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同

順位特約付） （８）その他 (2)」及び後記「株式会社ジ

ー・テイスト第 8 回無担保転換社債型新株予約権付社債（転

換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） （８）そ

の他 (2)」記載の新株予約権の行使の条件（以下「本件行

使制限」といいます。）が付されていないのに対して、第 7

回新株予約権付社債及び第 8 回新株予約権付社債には本件

行使制限が付されております。本件行使制限により、株式の

希薄化の程度が一定程度軽減されることが期待できます。 

 

株式会社ジー・テイスト第7回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順

位特約付） 

（１） 払 込 期 日 平成 25 年 3 月 18 日 

（２） 新株予約権の総数 40 個 

（３） 

社債及び新株予約権

の 発 行 価 額 

各本社債の払込金額：金 10,000,000 円（額面 100 円につき金 98 円） 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

（４） 

当該発行による潜在

株 式 数 

11,428,571 株 

（５） 資 金 調 達 の 額 392,000,000 円（差引手取概算額：389,206,667 円） 

（６） 

行 使 価 額 

（又は転換価額） 

1 株あたり 35.0 円。なお、本新株予約権付社債には転換価額の修正条

項は付されておりません。 

（７） 募集又は割当方法 第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当てる。 



 3

（ 割 当 先 ） 

（８） そ の 他 

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2) 本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケー

ション又はその承継会社が所有している当社又はその承継

会社の株式（第三者を通じて保有している当該株式を除く。）

に係る議決権の数が当社又はその承継会社の総株主の議決

権の 40％未満となる場合には、本新株予約権の行使はでき

ないものとします。 

(3) 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとします。 

(4) 本新株予約権付社債の割当については、金融商品取引法に基

づく有価証券届出書の届出の効力発生を条件とします。 

(5) 前記「株式会社ジー・テイスト第 6 回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特

約付） （８）その他 (4)」をご参照下さい。 

 

株式会社ジー・テイスト第8回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順

位特約付） 

（１） 払 込 期 日 平成 25 年 3 月 18 日 

（２） 新株予約権の総数 40 個 

（３） 

社債及び新株予約権

の 発 行 価 額 

各本社債の払込金額：金 10,000,000 円（額面 100 円につき金 98 円） 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

（４） 

当該発行による潜在

株 式 数 

11,428,571 株 

（５） 資 金 調 達 の 額 392,000,000 円（差引手取概算額：389,206,667 円） 

（６） 

行 使 価 額 

（又は転換価額） 

1 株あたり 35.0 円。なお、本新株予約権付社債には転換価額の修正条

項は付されておりません。 

（７） 

募集又は割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当てる。 

（８） そ の 他 

(1) 各本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2) 本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケー

ション又はその承継会社が所有している当社又はその承継

会社の株式（第三者を通じて保有している当該株式を除く。）

に係る議決権の数が当社又はその承継会社の総株主の議決

権の 40％未満となる場合には、本新株予約権の行使はでき

ないものとします。 

(3) 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとします。 

(4) 本新株予約権付社債の割当については、金融商品取引法に基

づく有価証券届出書の届出の効力発生を条件とします。 

(5) 前記「株式会社ジー・テイスト第 6 回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特

約付） （８）その他 (4)」をご参照下さい。 
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２．募集の目的及び理由 

（１）募集の目的 

当社は、昭和 34 年 11 月に設立された、仙台平禄、とりあえず吾平を中心とする多業態の直営及び FC 展

開事業等を営む会社です。当社の発行済株式総数の 44.32％を所有する親会社である株式会社ジー・コミュ

ニケーションは、平成 6 年 6 月創業、平成 9 年 6 月設立のグループホールディングカンパニー・コンサル

ティング事業を営む会社であり、株式会社ジー・コミュニケーション及び当社を含むその子会社（以下「ジ

ー・コミュニケーショングループ」といいます。）は、国内外 1,000 店舗のネットワークを最大限活用し、

主力である外食事業の活性化を図ると同時に、創業の理念である共存共栄の精神で事業に取り組んで参り

ました。当社は、ジー・コミュニケーショングループから業務用食材の大部分の仕入れを行っており、ま

た、システムの提供を受けるなど、ジー・コミュニケーショングループの各社と密接な事業上の取引関係

を有しております。また、当社の金融機関からの借入の一部について株式会社ジー・コミュニケーション

が保証するなど、事業以外の点についてもジー・コミュニケーショングループと一定の関係性を有してお

ります。 

ときに、外食産業におきましては、震災後の外食需要の回復基調はひと段落し、消費者の節約志向が続

いております。また、市場が飽和状態の中、低価格競争など他社との競争はますます激しくなり、依然と

して厳しい経営環境が続いております。 

このような状況のもと、当社では、既存店の強化と不採算店舗の撤退により収益力の改善を目指す一方、

新業態の開発により新たな顧客層の開拓と売上増加に取り組んでまいりました。 

他方、当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーション及び当社を含むその子会社のうちの数社

は、現在、具体的な破綻懸念があるわけではないものの、借入先である金融債権者に対し、金融負債の弁

済についてリスケジュールを依頼している状況にあります。また、平成 24 年 8 月 31 日、株式会社ジー・

コミュニケーションの発行済株式の約 51％を所有している親会社である株式会社フーディーズが、東京地

方裁判所より破産手続開始決定を受けたことに加えて、株式会社ジー・コミュニケーションのその他の主

要な株主のうち、発行済み株式の約 21％を所有していた NIS グループ株式会社及び約 13.5％を所有してい

た株式会社Ｃ＆ＩＨｏｌｄｉｎｇｓがいずれも民事再生手続を遂行しており、同じく約 4.5％を所有してい

た株式会社コムネットバンクも清算手続を遂行している状態にあるため、株式会社ジー・コミュニケーシ

ョンの株式の処分如何によって、同社の議決権その他の株主権が適切に行使されない状況となるおそれが

ありました。 

このようなジー・コミュニケーショングループを取り巻く環境及び株主関係の不安定化は、当社におい

ても低金利での長期借入による安定的な資金調達を行うことや収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売

上増加のための施策を実施するに際して一定の悪影響を及ぼす可能性は否定できません。また、当社自身

の金融債務については、当社を取り巻く事業環境の厳しさからリスケジュールの条件が厳しさを増してお

り、このままリスケジュールを継続し続けた場合には、中長期的には、当社の通常の事業運営にも支障を

きたすことも想定されます。かかる観点からは、当社を含めたジー・コミュニケーショングループ全体の

金融債務及び株主関係の安定化並びにそのための新スポンサーの獲得は当社にとっても強い関心事となっ

ておりました。 

また、株式会社整理回収機構がジー・コミュニケーショングループの最大の債権者であり、当社の大口

の債権者でもあるところ、当社にとっても、ジー・コミュニケーショングループ全体の最大債権者であり

当社の大口の債権者でもある株式会社整理回収機構との債権債務関係を整理し、当社を含むジー・コミュ

ニケーショングループ全体の経営が安定化することで、金融機関からの信用評価の向上及びこれによる長

期与信の獲得による財務体質の安定化並びに金利低下による余剰資金の創出とそれを原資とした新規の設

備投資が可能となり、ひいては当社を含むそれぞれの企業価値向上に有益であることから、株式会社ジー・

コミュニケーション単体ではなく、当社を含むジー・コミュニケーショングループの一体再生を可能とす

るようなスポンサーの登場を希望しておりました。 

そこで、株式会社ジー・コミュニケーションは、平成 24 年 11 月中旬頃から平成 25 年 1 月下旬頃まで、

ジー・コミュニケーショングループのスポンサーを選定する入札手続を実施し、割当予定先を含む 11 社が

応札いたしました。株式会社ジー・コミュニケーションは、各社からの提案内容、特に株式会社ジー・コ
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ミュニケーションの既存株主からの株式取得価格（その評価の適切性を含みます。）、提示されたスキーム

の適切性に加えて、当該スキームの実現可能性（資金調達の実現性を含みます。）を総合的に検討いたしま

した。その結果、割当予定先が提示した支援のパッケージの内容が、株式会社ジー・コミュニケーション

株式の取得に関するスキームの適切性、実現可能性に加え、当該パッケージにおいては、ジー・コミュニ

ケーショングループ全体の金融負債の早期の整理・正常化を図ることを割当予定先が支援することを内容

に含むものであり、金融債権者間の公平性を損なわない形でグループ全体の金融負債・金融環境を早期か

つ抜本的に整理・改善できるものであったことや、同社とジー・コミュニケーショングループとの間にお

いて事業上のシナジーが相当程度見込めること等から、当該パッケージを提案した割当予定先がジー・コ

ミュニケーショングループのスポンサーとして最もふさわしく、割当予定先の支援のもとで、ジー・コミ

ュニケーショングループにおける事業の抜本的改革を実行し、また、ジー・コミュニケーショングループ

全体で金融負債の早期の整理・正常化を図った上で、ジー・コミュニケーショングループの事業を推進し

て行くことが、ジー・コミュニケーショングループの企業価値向上のために必要であり、また最善の策で

あると考えるに至りました。株式会社ジー・コミュニケーションは、割当予定先に独占交渉権を付与した

上で交渉を行い、前記のパッケージの内容のうち、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債の

早期の整理・正常化という点に関しては、割当予定先から、株式会社ジー・コミュニケーションの上場子

会社において必要がある場合には、上場子会社による新規資金調達の実施についても 30 億円を目途として

検討する用意があるとの提案を受けました。その後の割当予定先との協議・交渉の結果、かかる上場子会

社による新規資金調達として、当社及び株式会社ジー・コミュニケーションの他の上場子会社 2 社が割当

予定先に対して額面額合計で 30 億円の新株予約権付社債を発行し、その手取金を原資として各上場子会社

の金融負債（当社については約 19 億 2000 万円）の弁済を行うことが、ジー・コミュニケーショングルー

プ全体の金融負債を金融債権者間の公平性を損なわない形で早期に整理・正常化するための方策として最

も有用であり、スポンサーである割当予定先との関係強化の観点からも望ましいと判断するに至りました。

そこで、株式会社ジー・コミュニケーションは、平成 25 年 2 月 15 日、割当予定先との間で、当社及び株

式会社ジー・コミュニケーションの他の上場子会社 2 社による新株予約権付社債の発行を内容に含むスポ

ンサー契約（以下「本スポンサー契約」といいます。）を締結いたしました。 

当社といたしましても、前記のとおりジー・コミュニケーショングループ全体の金融環境及び株主関係

が安定せず、当社として前記のような収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策が一

定の悪影響を受ける可能性がある状況が続く中、今般の本スポンサー契約の締結及びその一環としての当

社による割当予定先に対する新株予約権付社債の発行の提案を受け、当該提案を検討いたしましたが、本

新株予約権付社債の発行は、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債の公平・早期かつ抜本的

な整理・正常化のためのスポンサーによる支援のパッケージの一環として必要不可欠なものであるととも

に、当社単体で見ても、リスケジュール中であった当社の有利子負債の圧縮や金利負担の軽減等につなが

り当社の通常の事業運営への悪影響を回避することができる上に、当社としても従前からの課題であった

収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策を積極的に推進していくことが可能となり、

また事業上のシナジーが期待できる割当予定先に対して本新株予約権付社債を発行することで、当社自身

の今後の業務展開の観点から非常に有用であるとの判断に至ったことから、本新株予約権付社債の発行を

決議するに至ったものです。 

 

（２）第三者割当による本新株予約権付社債を選択した理由 

前記「（１）募集の目的」に記載したとおり、当社の従前からの課題であった収益力の改善、新たな顧客

層の開拓及び売上増加のための施策を積極的に推進していくためには、ジー・コミュニケーショングルー

プ全体に対する支援を通じた当社の金融負債・金融環境の改善、具体的には、有利子負債の圧縮や金利負

担の軽減等及び株式会社ジー・コミュニケーションの株主関係の安定化が必要であると考えておりました。

このような状況下で、提案を受けた支援のパッケージの内容に関して割当予定先と交渉を行う中で、当社

は、資金調達の確実性、株式の希薄化がもたらす既存株主への影響、当社財務基盤の強化及び金利負担等

の観点、並びに神戸物産が食品製造販売及び卸売業を営んでおり当社とのシナジー効果が期待できるとい

う観点から、割当予定先に対する新株予約権付社債の発行以外の様々な資金調達の手段（借入れ、普通社
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債の発行、公募増資、第三者割当による普通株式の発行、株主割当の方式による普通株式の発行など）を

含めて、資金調達方法について慎重に検討いたしました。その結果、当社は、以下の理由により、第三者

割当の方式による本新株予約権付社債の発行が、既存株主の皆様への影響を軽減しつつ、当社のニーズを

充足するための最良の方法であると判断いたしました。 

ア． 今回の資金調達の主たる目的は、比較的短期の既存借入金を、長期安定的で金利負担の軽い新株

予約権付社債に切り替えることで当社の財務基盤を安定させることにより、リスケジュール中であ

った当社の有利子負債の圧縮や金利負担の軽減等によって当社の通常の事業運営への悪影響を回

避することを可能とする上に、収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策を積

極的に推進することにあります。この点、前記「（１）募集の目的」に記載したとおり、当社の金

融環境や株主の安定化についてジー・コミュニケーショングループ全体の状況と切り離して単独で

改善することはもとより実際上困難なところであり、仮に当社単独で新規の資金調達を図ったとし

ても、前記のようなジー・コミュニケーショングループの状況等や当社自身を取り巻く事業環境の

厳しさを背景に当社の経営環境も安定していないことから、現状において当社のニーズを充足する

ような長期安定的で金利負担の軽い資金調達を行うことは困難な状況にあります。これに対して、

本新株予約権付社債は、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債の公平・早期かつ抜本

的な整理・正常化のためのスポンサーによる支援のパッケージの一環として発行されるものであり、

割当予定先がスポンサーとして当社を含むジー・コミュニケーショングループの企業価値向上に直

接的に関与できる立場にあることも踏まえて償還期限が 7年後に設定されていることから、長期安

定的な資金調達を可能とするものです。また、本新株予約権付社債は、割当予定先に本新株予約権

が付与されることになり、割当予定先には株価の動向等を踏まえて本新株予約権付社債を当社普通

株式に転換する権利が与えられることになるため、かかる本新株予約権のオプションプレミアムを

考慮することにより、割当予定先から借入れ又は普通社債の方法によって資金調達を行う場合に比

べても低い利率又は小さい償還差益で発行することが可能であり、金利負担の軽い資金調達方法と

いえます。 

イ. 収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策を積極的に推進するためには、当社

の財務基盤の安定が不可欠です。この点、借入れや普通社債の発行といった負債性の資金調達につ

いては、金利負担の軽減や借入期間の長期化により一定程度当社の財務基盤の安定に資する場合が

あることも考えられますが、資本の拡充による財務の安定化は期待できません。これに対して、本

新株予約権付社債による資金調達は、金利負担の軽減や借入期間の長期化に加えて、本新株予約権

が行使された場合には、当該行使によって当社の資本金が増加しますので、（後述の株式の希薄化

が生じる可能性があるものの）資本の拡充にともなう財務の安定化も期待できます。 

ウ． エクイティ性の資金調達手法として、割当予定先と当社のビジネスシナジーを最大限に活かし、

かつ、当社の企業価値向上へのインセンティブを共有するという観点から、割当予定先との協議の

過程で、普通株式の第三者割当という手法も検討されたものの、第三者割当の方式による普通株式

の発行により資金調達を行う場合には、一度に新株を発行して資金調達を完了させることができる

反面、株式の希薄化が同時に発生し、新株予約権付社債の発行に比べると、株価への影響が大きく

なる可能性が考えられます。これに対して、新株予約権付社債の発行の場合には、新株予約権の行

使は行使可能期間中に分散して実行されることが期待できるため、第三者割当の方式による普通株

式の発行などの新株発行による増資の場合とくらべて、株式の希薄化の程度が穏やかとなり、その

分、既存株主への影響が一定程度軽減されることが期待できます。また、本新株予約権付社債につ

いては、行使価額は一定の金額で固定されており、下方修正されるものではありませんので、交付

株式数が当初の予定よりも増加し、さらなる希薄化が生じる可能性はありません。さらに、後記「６．

割当先の選定理由等 （３）割当先の保有方針」に記載するとおり、第 7回新株予約権付社債及び

第 8回新株予約権付社債については、本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケー

ション又はその承継会社が所有している当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて保有してい

る当該株式を除く。）に係る議決権の数が当社又はその承継会社の総株主の議決権の 40％未満とな
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る場合には、本新株予約権の行使はできないことを内容とする本件行使制限が付されていることか

ら、株式の希薄化が一定程度軽減されることが期待できます。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

1,176,000,000 円 8,480,000 円 1,167,520,000 円 

（注）１. 払込金額の総額は、本新株予約権付社債の総額であります。 

２. 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

３. 発行諸費用のうち主なものは、弁護士・評価機関等への報酬、発行資料作成費用であります。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 上記差引手取金概算額 1,167,520,000 円については、既存借入金の借入先である金融機関から繰上弁

済の承諾を得られることを条件として、既存借入金の返済資金の一部に充当する予定であります。一部返

済する借入金の具体的な内容、資金使途、一部返済後の残高及び支出予定時期につきましては、以下のと

おりであります。このように、本新株予約権付社債の発行による手取金によって株式会社ジー・コミュニ

ケーションが保証している当社の借入等の全額が返済されるものではございませんが、上記差引手取金概

算額 1,167,520,000 円による一部返済後の既存借入金の残額については、前記「２．募集の目的及び理由 

（１）募集の目的」記載のとおり、割当予定先と株式会社ジー・コミュニケーションとの間でスポンサー

契約が締結されることにより、割当予定先がジー・コミュニケーション・グループ全体のスポンサーに就

任すること及び当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーションの株主関係の安定化が図られるこ

とから、担保、金利面及び弁済スケジュール等の諸条件において既存借入金よりも有利な条件で割当予定

先以外の者（現時点においては確定しておりません。）から調達し、既存借入金の借入先である金融機関か

ら繰上弁済の承諾を得られることを条件として、平成 25 年 3月末日まで（遅くとも同年 4 月末日まで）に

は全額返済する予定であります（既存借入金の残額全額が返済された場合には、当社の借入等に関する株

式会社ジー・コミュニケーションの保証は解消される予定です。）。また、当社は、調達した資金を予定時

期どおりに支出する予定ですが、支出実行までに時間を要する場合には、銀行預金等においてリスクの低

い適時適切な資金管理をする予定です。 

具体的な使途 返済金額 返済後残額 支出予定時期 

社債の一部償還 

（社債の概要） 

未返済元本額：45,000,000円 

金利：0.45％＋保証料率1.35％（年率）

返済期限：平成26年6月30日 

資金使途：運転資金 

27,410,898円 17,589,102円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：50,244,163円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月29日 

資金使途：運転資金 

30,605,281円 19,638,882円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：4,177,190円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成25年4月30日 

資金使途運転資金 

2,544,456円 1,632,734円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：85,801,945円 

金利：5.00％（年率） 

返済期限：平成25年4月1日 

資金使途：運転資金 

52,264,630円 33,537,315円 平成25年3月末日 
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長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：110,689,404円 

金利：2.300％（年率） 

返済期限：平成25年7月31日 

資金使途：運転資金 

67,424,355円 43,265,049円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：91,003,945円 

金利：2.50000％（年率） 

返済期限：平成25年3月31日 

資金使途：運転資金 

55,433,330円 35,570,615円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：23,013,540円 

金利：1.975％（年率） 

返済期限：平成25年7月31日 

資金使途：設備投資資金 

14,018,262円 8,995,278円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：79,784,849円 

金利：1.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月29日 

資金使途：運転資金 

48,599,430円 31,185,419円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：4,500,000円 

金利：2.200％（年率） 

返済期限：平成25年10月31日 

資金使途：設備投資資金 

2,741,090円 1,758,910円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：95,400,000円 

金利：3.05％（年率） 

返済期限：平成25年4月1日 

資金使途：設備投資資金 

58,111,104円 37,288,896円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：62,112,000円 

金利：1.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月29日 

資金使途：運転資金 

37,834,349円 24,277,651円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：37,290,000円 

金利：1.725％（年率） 

返済期限：平成25年3月29日 

資金使途：運転資金 

22,714,498円 14,575,502円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：158,464,283円 

金利：1.036％（年率） 

返済期限：平成26年1月6日 

資金使途：運転資金 

96,525,518円 61,938,765円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：377,673,317円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成26年9月30日 

資金使途：運転資金 

230,052,551円 147,620,766円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：113,190,629円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成27年3月31日 

資金使途：運転資金 

68,947,929円 44,242,700円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：203,744,432円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成27年12月31日 

資金使途：運転資金 

124,107,064円 79,637,368円 平成25年3月末日 
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長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：41,973,882円 

金利：2.175％（年率） 

返済期限：平成25年4月30日 

資金使途：運転資金 

25,567,596円 16,406,286円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：15,225,431円 

金利：2.250％（年率） 

返済期限：平成25年4月30日 

資金使途：運転資金 

9,274,283円 5,951,148円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：26,486,441円 

金利：2.350％（年率） 

返済期限：平成25年4月30日 

資金使途：運転資金 

16,133,714円 10,352,727円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：54,656,808円 

金利：3.250％（年率） 

返済期限：平成25年3月29日 

資金使途：運転資金 

33,293,160円 21,363,648円 平成25年3月末日 

長期借入金の一部返済 

（長期借入金の概要） 

未返済元本額：111,845,246円 

金利：1.975％（年率） 

返済期限：平成25年10月31日 

資金使途：運転資金 

68,128,414円 43,716,832円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：15,000,000円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月31日 

資金使途：社債償還分借入 

9,136,966円 5,863,034円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：94,420,000円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月31日 

資金使途：運転資金 

57,514,156円 36,905,844円 平成25年3月末日 

短期借入金の一部返済 

（短期借入金の概要） 

未返済元本額：15,000,000円 

金利：2.475％（年率） 

返済期限：平成25年3月31日 

資金使途：社債償還分借入 

9,136,966円 5,863,034円 平成25年3月末日 

 

（注）上記借入金の概要については、平成 25 年 1月 31 日現在の状況を記載しております。 

 

４．調達する資金使途の合理性に関する考え方 

前記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な使途」に記載のと

おり、本新株予約権付社債の手取金は、その全額が当社の既存の有利子負債の返済に充当されます。 

この点、当該有利子負債を新規銀行借入れ等により返済する場合には、新株予約権のオプションプレミア

ムがない分、新規借入れの利率が相対的に高くなる等、資金調達コストが増加する可能性があります。これ

は当社の財務基盤の強化の観点からは望ましくない面があり、今後の当社の事業収益拡大の抑制要因となる

可能性があります。また、既存の有利子負債を、当社の親会社のスポンサーである割当予定先に対する新株

予約権付社債と置き換えることにより、割当予定先が当社に対する直接のステークホルダーとなることから、

割当先グループとの業務提携等が促進されることが期待でき、当社が今後も成長を続け当社の企業価値の向

上につながるものと考えます。 

したがって、当社は、本新株予約権付社債の手取金を既存の有利子負債の返済に充てることには合理性が

あると考えております。 
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５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

 本新株予約権付社債の発行価額、転換価額、利率等の発行条件は、前記「２．募集の目的及び理由 （１）

募集の目的」に記載したジー・コミュニケーショングループのスポンサー選定手続を経て、当社、株式

会社ジー・コミュニケーション及び割当予定先の協議の上で決定されたものです。かかる協議の結果、

当社は、当社株式の市場売買高及び株価、権利行使期間、株価変動性等を勘案すると共に社債権者が負

担することになるクレジット・コスト等を考慮し、総合的に判断して、本新株予約権付社債の発行価額

を額面 100 円につき 98 円、本新株予約権付社債に付された本新株予約権につき金銭の払込みを要しない

ことといたしました。 

 本新株予約権付社債の発行価額につきましては、公正性を期すため、独立した第三者機関であるアル

バース証券株式会社（以下「算定機関」といいます。）に対して本新株予約権付社債の価値算定を依頼し

た上で、算定機関より、本新株予約権付社債の価格算定評価書（以下「本新株予約権付社債評価書」と

いいます。）を取得しております。算定機関は一定の前提（本新株予約権付社債の発行要項に定められた

諸条件、当社普通株式の価格変動性（ボラティリティ）、社債部分の価値算定におけるサイズ・リスク・

プレミアム（企業の規模に係るリスク））等の下、一般的な株式オプション価値算定モデルであるブラッ

ク・ショールズ・モデルを用いて本新株予約権付社債の公正価値を算定しております。なお、算定機関

は、それぞれ行使期間が到来している限りは各本新株予約権付社債間で行使の順位は付けられておらず、

かつ、理論上は、第 7 回新株予約権付社債及び第 8 回新株予約権付社債も一定の場合にはその全てが転

換される可能性が否定できないことから、それらの価値を最大限に評価し本件行使制限を考慮しない形

で算定しております。当社としても、上記の理由に加えて、本件行使制限は本来的には本新株予約権の

価値を引き下げる性質を有するところ、これを考慮した算定価格は考慮しない算定価格よりも相対的に

低くなることが見込まれることから、有利発行該当性を判断するに際して本件行使制限を勘案しないこ

とは合理的と考えております。 

 当社は、算定機関の評価を踏まえ、本社債に新株予約権を付すことにより一定の金利減免効果が享受

できること等、本社債に本新株予約権を付することにより当社が得ることのできる経済的利益を勘案す

るとともに、本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離

譲渡はできず、かつ本新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と

本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮して、定量的、定性的に十分かつ総合的に検討いたし

ました。 

 その結果、本新株予約権付社債の発行価額を額面 100 円につき 98 円とすることは、本新株予約権付社

債を発行することによって得られる当社の経済的利益に見合うものであり、また、本新株予約権付社債

に付された本新株予約権につき金銭の払込みを要しないこととすることは、会社法第 238 条第 3 項第 1

号の定める「特に有利な条件」に該当せず、合理的であると判断しました。 

 また、当社監査役は発行要項の内容の説明を受けた結果に加え、(ⅰ)前記「２．募集の目的及び理由 

（２）第三者割当による本新株予約権付社債を選択した理由」に記載のとおり、本新株予約権付社債は

長期安定的な資金調達を可能とし、かつ割当予定先から借入れ又は普通社債の方法によって資金調達を

行う場合に比べても金利負担の軽い資金調達方法といえること、資本の拡充にともなう財務の安定化も

期待できる等、当社が採り得る他の資金調達手段の中でも経済的合理性を有していると認められること、

及び、(ⅱ)算定機関が算定にあたり採用したパラメータに不合理と認められるものはないこと、算定方

法が一般的に用いられるオプション評価モデルであることから、算定機関の算定結果は合理性のあるも

のと認められること、算定機関の算定結果を踏まえれば、本新株予約権付社債に付された本新株予約権

の実質価値は本新株予約権の理論的な公正価値を大きく下回るものではないことなどを勘案すれば、本

新株予約権付社債の発行は、割当予定先に特に有利ではないと判断した旨の意見を監査役 3 名全員一致

で表明しております。 

 参考までに、当該転換価額は、当社、株式会社ジー・コミュニケーション及び割当予定先の協議の結

果、本件第三者割当に係る取締役会決議日（以下「発行決議日」といいます。）の前営業日である平成 25

年 2 月 14 日から 3 か月遡った期間（平成 24 年 11 月 15 日から平成 25 年 2 月 14 日まで）の大阪証券取
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引所における当社株式の終値の単純平均が当社普通株式の適正な価格であると判断し、かかる平均終値

に対して、10％ディスカウントした価額としております。ディスカウント率については、割当予定先と

の協議の結果、前述のとおり、本新株予約権付社債の価値を定量的、定性的に十分かつ総合的に検討し、

本新株予約権付社債に付された本新株予約権の実質価値が本新株予約権の理論的な公正価値を大きく下

回ることのない範囲内で決定したものとなります。 

 当社株式の適正な価格として直近 3か月の平均終値を採用した理由は以下のとおりです。 

ア. 当社については、毎年 3月末時点の株主に株主優待券（当社飲食店舗の割引券）を配布することと

していることを主な要因として、例年 1 月から 3月にかけて株価が急激に上昇し、4月に入ると株

価が急激に下落するという季節変動の大きい株価性向があるところ、当該株価性向に鑑み、発行決

議日の前営業日といった特定の一時点を基準とするより、一定期間の平均終値という平準化された

値を基準とする方が算定根拠として客観性が高く合理的であると判断したこと。 

イ. 上記一定期間として発行決議日の前営業日から 1 ヶ月遡った期間とすることも検討したものの、発

行決議日の前営業日から 1ヶ月間は当社株式の株価の急激な上昇局面であることから、当社株式の

適正な価格の判断に際して季節変動の大きい当社の株価性向の影響を緩和することができないた

め適切ではないと判断したこと。 

ウ. 他方で、発行決議日から 6ヶ月遡った期間における平均終値をもって当社株式の適正な価格として

しまうと、季節変動の大きい当社の株価性向の影響を緩和できるものの、発行決議日の直前におけ

る株価と比較して相当程度低い価格となってしまい、当社株式の希薄化による既存株主への影響が

大きくなってしまうため適切でないと判断したこと。 

エ. 上記イ.及びウ.を踏まえて、季節変動の大きい当社の株価性向の影響を緩和しつつ、希薄化による

既存株主への影響を軽減するためには、1 ヶ月と 6ヶ月の中間をとって 3ヶ月を採用することが合

理的であると判断したこと。 

 なお、かかる転換価額は、発行決議日の前営業日である平成 25 年 2 月 14 日の大阪証券取引所におけ

る当社の終値（41 円）に対しては 14.63％のディスカウント、同日を基準とした直前 1 か月間（平成 25

年 1月 15 日から平成 25 年 2 月 14 日まで）の終値の単純平均価格（43 円）に対しては 18.60％のディス

カウント、直前 6 か月間（平成 24 年 8 月 15 日から平成 25 年 2月 14 日まで）の終値の単純平均価格（36

円）に対しては 2.78％のディスカウントとなっております。当社といたしましては、転換価額が平成 25

年 2月 14 日（取締役会決議日の前営業日）における当社普通株式終値並びに同日を基準とした直前 1 か

月間の終値の単純平均価格及び直前 6 か月間の終値の単純平均価格に対してディスカウントを生じてお

りますが、本新株予約権付社債評価書の評価結果も踏まえたうえで、本社債に新株予約権を付すことで

一定の金利減免効果が得られること等から、かかる転換価額については適正価額であると判断いたしま

した。 

 以上のとおり、本新株予約権の発行価額は確立されたオプション理論に基づき、第三者機関により算

定された結果を参考に決定されたものであり、また、転換価額については、当社普通株式の市場価格を

基準としていることから、当社は、いずれも適正かつ妥当な価額であり、有利発行には該当しないと考

えております。 

 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権の転換価額は 35.0 円であり、当社普通株式の平成 24 年 12 月 31 日時点の発行済株式総数

74,364,376 株（議決権数 742,681 個）に対して、本第三者割当による本新株予約権付社債の発行により発

生する潜在株式数は 34,285,713 株（議決権数 342,857 個）であり、発行済株式数に対して最大で 46.11％

（総議決権数に対する割合 46.16％）の希薄化が生じる可能性があります。 

しかしながら、当社取締役会は、①本新株予約権付社債の発行により既存の有利子負債が償還期限 7年の

社債にシフトすることによって財務基盤の安定化が図られること、②新株予約権が行使され株式に転換され

た場合には更なる財務基盤の安定化を図ることができること、及び③株式会社ジー・コミュニケーションの

スポンサーとなる割当予定先との間で資本関係を強化することにより、従前からの株式会社ジー・コミュニ
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ケーションのグループとの連携等の既存の経営基盤に加えて、割当予定先グループとの関係を強化すること

ができ、当社の今後の業務の拡大の機会が増大することなどが、当社の成長及び経営の安定、ひいては当社

の企業価値の向上により既存の株主の皆様の利益にもつながると考えております。 

これらを総合的に勘案し、本第三者割当による本新株予約権付社債発行による潜在株式数の発生数量及び

既存株式の希薄化の規模が合理的であると判断いたしました。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要 

（平成 24 年 10 月 31 日現在） 

① 商 号 株式会社神戸物産 

② 本 店 所 在 地 兵庫県加古郡稲美町中一色 883 番地 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 沼田 博和 

④ 事 業 内 容 食品製造販売、卸売業 

⑤ 資 本 金 の 額 64,000 千円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 60 年 11 月 6 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 8,800,000 株 

⑧ 事 業 年 度 の 末 日 10 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 922 名（連結） 

⑩ 主 要 取 引 先 一般顧客他 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 三菱東京 UFJ 銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、山陰合同銀行 

⑫ 

 

 

大株主及び持株比率 

 

 

公益財団法人業務スーパージャパンドリーム財団    25.00％ 

沼田 昭二                     18.72％ 

沼田 峰子                      4.55％ 

小河 真寿美                     4.55％ 

沼田 博和                      4.55％ 

松井味噌株式会社                   2.15％ 

NOMURA PB NOMINIEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)  2.14％ 

（常任代理人 野村證券株式会社） 

株式会社ミネラルソフト                2.13％ 

三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券株式会社       1.14％ 

松井 孝彦                      1.14％ 

⑬ 当 社 と の 関 係 等 

資 本 関 係 

当該会社は、株式会社クックイノベンチャーの議

決権の 18.9％を保有しており、株式会社クックイ

ノベンチャーは、当社の発行済株式総数の 44.32％

（32,960,017 株）を保有する親会社である株式会社

ジー・コミュニケーションの議決権の 68.2％を保

有しております。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき取引関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき人的関係はありません。 
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関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当

社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 最近 3年間の経営成績及び財政状態 

 平成 22／10 期 平成 23／10 期 平成 24／10 期 

連 結 純 資 産 12,567,979 13,891,024 15,644,333 

連 結 総 資 産 41,241,748 48,473,989 66,187,796 

1 株当たり連結純資産（円） 1,578.36 1,773.89 1,996.37 

連 結 売 上 高 138,234,312 150,682,056 157,412,316 

連 結 営 業 利 益 2,851,618 3,596,276 4,234,528 

連 結 経 常 利 益 2,843,308 3,581,695 4,709,765 

連 結 当 期 純 利 益 948,298 1,754,515 2,123,748 

1 株当たり連結当期純利益

（円） 

118.12 223.61 271.20 

1 株当たり連結配当金（円） 40 45 60 

（単位：千円。特記しているものを除く。） 

※ 割当先は、株式会社大阪証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社大阪証券取引所に提出し

た「コーポレート・ガバナンス報告書」において、反社会的勢力に対し毅然とした態度で対応する旨を記載

していることを株式会社大阪証券取引所のホームページにて確認することにより、同社、同社役員及び主要

株主が反社会的勢力とは一切関係ないものと判断しております。 

 

（２）割当先を選定した理由 

外食産業におきましては、震災後の外食需要の回復基調はひと段落し、消費者の節約志向が続いておりま

す。また、市場が飽和状態の中、低価格競争など他社との競争はますます激しくなり、依然として厳しい経

営環境が続いております。  

このような状況のもと、当社では、既存店の強化と不採算店舗の撤退により収益力の改善を目指す一方、

新業態の開発により新たな顧客層の開拓と売上増加に取り組んでまいりました。 

他方、当社の親会社である株式会社ジー・コミュニケーション及び当社を含むその子会社のうちの数社は、

現在、具体的な破綻懸念があるわけではないものの、借入先である金融債権者に対し、金融負債の弁済につ

いてリスケジュールを依頼している状況にあります。また、平成 24 年 8月 31 日、株式会社ジー・コミュニ

ケーションの発行済株式の約 51％を所有している親会社である株式会社フーディーズが、東京地方裁判所

より破産手続開始決定を受けたことに加えて、株式会社ジー・コミュニケーションのその他の主要な株主の

うち、発行済み株式の約 21％を所有していた NIS グループ株式会社及び約 13.5％を所有していた株式会社

Ｃ＆ＩＨｏｌｄｉｎｇｓがいずれも民事再生手続を遂行しており、同じく約 4.5％を所有していた株式会社

コムネットバンクも清算手続を遂行している状態にあるため、株式会社ジー・コミュニケーションの株式の

処分如何によって、同社の議決権その他の株主権が適切に行使されない状況となるおそれがありました。 

このようなジー・コミュニケーショングループを取り巻く環境及び株主関係の不安定化は、当社において

も低金利での長期借入による安定的な資金調達を行うことや収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増

加のための施策を実施するに際して一定の悪影響を及ぼす可能性は否定できません。また、当社自身の金融

債務については、当社を取り巻く事業環境の厳しさからリスケジュールの条件が厳しさを増しており、この

ままリスケジュールを継続し続けた場合には、中長期的には、当社の通常の事業運営にも支障をきたすこと

も想定されます。かかる観点からは、当社を含めたジー・コミュニケーショングループ全体の金融債務及び

株主関係の安定化並びにそのための新スポンサーの獲得は当社にとっても強い関心事となっておりました。 

また、株式会社整理回収機構がジー・コミュニケーショングループの最大の債権者であり、当社の大口の

債権者でもあるところ、当社にとっても、ジー・コミュニケーショングループ全体の最大債権者であり当社

の大口の債権者でもある株式会社整理回収機構との債権債務関係を整理し、当社を含むジー・コミュニケー

ショングループ全体の経営が安定化することで、金融機関からの信用評価の向上及びこれによる長期与信の
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獲得による財務体質の安定化並びに金利低下による余剰資金の創出とそれを原資とした新規の設備投資が

可能となり、ひいては当社を含むそれぞれの企業価値向上に有益であることから、株式会社ジー・コミュニ

ケーション単体ではなく、当社を含むジー・コミュニケーショングループの一体再生を可能とするようなス

ポンサーの登場を希望しておりました。 

そこで、株式会社ジー・コミュニケーションは、平成 24 年 11 月中旬頃から平成 25 年 1 月下旬頃まで、

ジー・コミュニケーショングループのスポンサーを選定する入札手続を実施し、割当予定先を含む 11 社が

応札いたしました。株式会社ジー・コミュニケーションは、各社からの提案内容、特に株式会社ジー・コミ

ュニケーションの既存株主からの株式取得価格（その評価の適切性を含みます。）、提示されたスキームの適

切性に加えて、当該スキームの実現可能性（資金調達の実現性を含みます。）を総合的に検討いたしました。

その結果、割当予定先が提示した支援のパッケージの内容が、株式会社ジー・コミュニケーション株式の取

得に関するスキームの適切性、実現可能性に加え、当該パッケージにおいては、ジー・コミュニケーション

グループ全体の金融負債の早期の整理・正常化を図ることを割当予定先が支援することを内容に含むもので

あり、金融債権者間の公平性を損なわない形でグループ全体の金融負債・金融環境を早期かつ抜本的に整

理・改善できるものであったことや、同社とジー・コミュニケーショングループとの間において事業上のシ

ナジーが相当程度見込めること等から、当該パッケージを提案した割当予定先がジー・コミュニケーション

グループのスポンサーとして最もふさわしく、割当予定先の支援のもとで、ジー・コミュニケーショングル

ープにおける事業の抜本的改革を実行し、また、ジー・コミュニケーショングループ全体で金融負債の早期

の整理・正常化を図った上で、ジー・コミュニケーショングループの事業を推進して行くことが、ジー・コ

ミュニケーショングループの企業価値向上のために必要であり、また最善の策であると考えるに至りました。

株式会社ジー・コミュニケーションは、割当予定先に独占交渉権を付与した上で交渉を行い、前記のパッケ

ージの内容のうち、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債の早期の整理・正常化という点に関

しては、割当予定先から、株式会社ジー・コミュニケーションの上場子会社において必要がある場合には、

上場子会社による新規資金調達の実施についても 30 億円を目途として検討する用意があるとの提案を受け

ました。その後の割当予定先との協議・交渉の結果、かかる上場子会社による新規資金調達として、当社及

び株式会社ジー・コミュニケーションの他の上場子会社 2 社が割当予定先に対して額面額合計で 30 億円の

新株予約権付社債を発行し、その手取金を原資として各上場子会社の金融負債（当社については約19億2000

万円）の弁済を行うことが、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債を金融債権者間の公平性を

損なわない形で早期に整理・正常化するための方策として最も有用であり、スポンサーである割当予定先と

の関係強化の観点からも望ましいと判断するに至りました。そこで、株式会社ジー・コミュニケーションは、

平成 25 年 2 月 15 日、割当予定先との間で、本スポンサー契約を締結いたしました。 

当社といたしましても、前記のとおりジー・コミュニケーショングループ全体の金融環境及び株主関係が

安定せず、当社として前記のような収益力の改善、新たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策が一定の

悪影響を受ける可能性がある状況が続く中、今般の本スポンサー契約の締結及びその一環としての当社によ

る割当予定先に対する新株予約権付社債の発行の提案を受け、当該提案を検討いたしましたが、本新株予約

権付社債の発行は、ジー・コミュニケーショングループ全体の金融負債の公平・早期かつ抜本的な整理・正

常化のためのスポンサーによる支援のパッケージの一環として必要不可欠なものであるとともに、当社単体

で見ても、リスケジュール中であった当社の有利子負債の圧縮や金利負担の軽減等につながり当社の通常の

事業運営への悪影響を回避することができる上に、当社としても従前からの課題であった収益力の改善、新

たな顧客層の開拓及び売上増加のための施策を積極的に推進していくことが可能となり、また事業上のシナ

ジーが期待できる割当予定先に対して本新株予約権付社債を発行することで、当社自身の今後の業務展開の

観点から非常に有用であるとの判断に至ったことから、本新株予約権付社債の発行を決議するに至ったもの

です。なお、現時点においては割当予定先との間で具体的な業務提携等の協議には至っておりませんが、割

当予定先は食品製造販売、卸売業を営んでいることから、当社としては、当社の外食店舗等で使用する食材

の仕入れ等の点で高いシナジー効果があるものと考えております。当社としては、本新株予約権付社債の発

行を契機に、上記のようなシナジー効果を有する各分野について、割当予定先との間で事業提携に関する協

議を開始することも視野に入れております。 
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（３）割当先の保有方針 

割当予定先が本新株予約権の行使により取得する株式については、当社と割当予定先との間で継続保有に

関する特段の取り決めは行っておりませんが、割当予定先から、第 6回新株予約権付社債を転換して取得す

る株式については純投資目的の保有であると伺っており、第 7 回新株予約権付社債及び第 8回新株予約権付

社債を転換して取得する株式については中長期的に保有する目的であると伺っております。なお、第 7 回新

株予約権付社債及び第 8回新株予約権付社債については、割当予定先のかかる保有方針も踏まえ、株式会社

ジー・コミュニケーションと当社の連結関係を維持を含むジー・コミュニケーショングループの一体性維持

の観点から、本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケーション又はその承継会社が所有し

ている当社又はその承継会社の株式（第三者を通じて保有している当該株式を除く。）に係る議決権の数が

当社又はその承継会社の総株主の議決権の 40％未満となる場合には、本新株予約権の行使はできないこと

を内容とする本件行使制限が付されております。本件行使制限及び現在の株式会社ジー・コミュニケーショ

ンの当社に対する保有議決権数が維持されることを前提とした場合、後記「７．募集後の大株主及び持株比

率 （注）５．」に記載のとおり、割当予定先は潜在株式数ベースで概ね当社の議決権を最大で 20.74％保

有することとなります。前記「（２）割当先を選定した理由」に記載したとおり、現時点においては割当予

定先との間で具体的な業務提携等の協議には至っておりませんが、当社としては、本新株予約権付社債の発

行を契機に、前記のようなシナジー効果を有する各分野について、割当予定先との間で事業提携に関する協

議を開始することも視野に入れており、割当予定先が当社の議決権を一定数以上保有することで、当社の企

業価値向上へのインセンティブを一定程度共有できるものと考えております。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、本新株予約権付社債の払込みについて、割当予定先の自己資金をもって払込みを行うとの説明を

受けています。この点、当社は、同社の預金口座の残高を確認し、本新株予約権付社債の発行に係る払込み

に足る現預金を有していることを確認しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成 24 年 12 月 31 日現在） 募集後 

株式会社ジー・コミュニケ

ーション 

44.32％ 

株式会社神戸物産 31.56％ 

ジー・テイスト取引先持株

会 

2.30％ 株式会社ジー・コミュニ

ケーション 

30.34％ 

株式会社 SBI 証券 

0.99％ ジー・テイスト取引先持

株会 

1.57％ 

江川 春延 0.98％ 株式会社 SBI 証券 0.68％ 

マネックス証券株式会社 0.91％ 江川 春延 0.67％ 

長尾 光枝 0.88％ マネックス証券株式会社 0.63％ 

楽天証券株式会社 0.38％ 長尾 光枝 0.60％ 

佐藤 昌則 0.35％ 楽天証券株式会社 0.26％ 

紀岡 直樹 0.34％ 佐藤 昌則 0.24％ 

カブドットコム証券株式会

社 

0.32％ 紀岡 直樹 0.23％ 

（注）１. 上記の割合は、小数点以下第 3 位を四捨五入しております。 

２. 持株比率は、発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載しております。 

３. 募集後の株式会社神戸物産以外の株主については、平成 24 年 12 月 31 日現在の株主名簿を基準

として記載しております。 

４. 募集後の持株比率は、本新株予約権付社債の転換価額 35.0 円で全て転換された場合の潜在株式

数 34,285,713株を平成 25年 1月 31日現在の発行済株式総数74,364,376株に加えた株式数に対

する割合です。 
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５. 第 7 回新株予約権付社債及び第 8 回新株予約権付社債には本件行使制限が付されておりますが、

それぞれ行使期間が到来している限りは各本新株予約権付社債間で行使の順位は付けられてい

ないため、理論上は、第 7回新株予約権付社債又は第 8 回新株予約権付社債に付された新株予約

権について本件行使制限によって行使ができなくなる限度まで行使された後に、本件行使制限が

付されていない第 6回新株予約権付社債に付された新株予約権が全て行使された場合に、割当予

定先が行使することができる新株予約権の合計の個数が最大となります。すなわち、平成 24 年

12 月 31 日時点の株式会社ジー・コミュニケーションの所有議決権数及び持株比率を前提とする

と、割当予定先は第 7 回新株予約権付社債に付された新株予約権（合計 40 個）及び第 8 回新株

予約権付社債に付された新株予約権（合計 40 個）については最大で合計 28 個までは行使でき、

本件行使制限が付されていない第 6 回新株予約権付社債に付された新株予約権（合計 40 個）と

合わせると、最大で合計 68 個の新株予約権を行使することができます。このように合計 68 個の

新株予約権がその転換価額 35.0 円で全て行使された場合には、割当予定先の総議決権数に対す

る所有議決権数の割合は 20.74％（持株比率は 20.71％）となり、株式会社ジー・コミュニケー

ションの総議決権数に対する所有議決権数の割合は 35.18％（持株比率は 35.14％）となります。

このように、各本新株予約権付社債間の行使の順序によっては、株式会社ジー・コミュニケーシ

ョンの総議決権数に対する所有議決権数の割合は 40％未満になり得ます。 

 

８．今後の見通し 

今回の第三者割当の方法による本新株予約権付社債の発行が当社グループの業績に与える影響について

は、今後精査していく予定ですが、当社は、今回の第三者割当の方法による本新株予約権付社債の発行によ

り、財務基盤の安定化が図られること、既存の経営基盤に加えて、割当予定先グループとの関係を強化する

ことができ、当社の今後の業務の拡大の機会が増大することなどが、当社の成長及び経営の安定、ひいては

当社の企業価値の向上により既存の株主の皆様の利益にもつながると考えております。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

今回の第三者割当の方法による本新株予約権付社債の発行により、当社株式は 25％以上の大幅な希薄化

が生じることから（前記「５．発行条件等の合理性 （２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であ

ると判断した根拠」をご参照下さい。）、大阪証券取引所の定める「企業行動規範に関する規則」第 2 条にお

いて、「a.経営者から一定程度独立した者による当該割当の必要性及び相当性に関する意見の入手、あるい

は b.当該割当に係る株主総会の決議などによる株主の意思確認が必要」である旨定められております。 

具体的には、当社は、経営者から一定程度独立した者である当社の社外監査役小松正美氏及び佐藤加代子

氏に対し、当社グループの事業計画、有利子負債の状況及び株価の推移等につき説明をいたしました。その

結果、同氏らからは、かかる当社の事業計画、有利子負債の状況及び株価の推移等の説明等を踏まえたうえ

で、本新株予約権付社債の発行により資金調達を行う必要があること、並びに他の調達手段との比較におい

ても本新株予約権付社債の発行方法及び発行条件は相当である旨の意見書を平成25年2月14日付で取得し

ております。 

 

10．最近 3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近 3年間の業績（単体）（単位：千円） 

 平成 22／3期 平成 23／3期 平成 24／3期 

売 上 高 16,299,407 17,693,977 16,901,523 

営 業 利 益 330,698 △98,434 1,172,196 

経 常 利 益 468,301 25,238 1,120,630 

当 期 純 利 益 △612,614 △2,188,130 794,645 

1 株当たり当期純利益（円） △14.02 △36.26 11.55 

1 株当たり配当金（円） 1.50 ― ― 

1 株当たり純資産（円） 102.45 55.41 63.76 
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 74,364,376 株 100％ 

潜 在 株 式 数 3,129,339 株 4.21％ 

 

（３）最近の株価の状況 

 ① 最近 3年間の状況 

 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

始  値 90 円 93 円 36 円 

高  値 144 円 97 円 57 円 

安  値 80 円 26 円 31 円 

終  値 94 円 36 円 44 円 

 

② 最近 6か月間の状況 

 平成 24 年 

8 月 

平成 24 年 

9 月 

平成 24 年 

10 月 

平成 24 年 

11 月 

平成 24 年 

12 月 

平成 25 年 

1 月 

始  値 36 円 36 円 32 円 33 円 35 円 39 円 

高  値 37 円 37 円 35 円 36 円 39 円 45 円 

安  値 34 円 32 円 32 円 33 円 34 円 38 円 

終  値 37 円 33 円 33 円 35 円 37 円 42 円 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成 25 年 2 月 14 日現在 

始  値 42 円 

高  値 42 円 

安  値 40 円 

終  値 41 円 

 

（４）最近 3年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第 2回新株予約権の発行 

発 行 期 日 平成 22 年 10 月 21 日 

調 達 資 金 の 額 96,135,700 円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 総額 1,135,700 円（新株予約権 1個あたり 56,785 円） 

募集時における 

発 行 済 株 式 数 

58,224,201 株 

当該募集による 

発 行 株 式 数 

― 

募集後における 

発行済株式総数 

58,224,201 株 

割 当 先 

Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド） 

Brillance Multi Strategy Fund（ブリランス・マルチ・ストラテジー・ファ

ンド） 

当該募集による 

潜 在 株 式 数 

行使価額（70 円）における潜在株式数：1,428,560 株 

行使価額上限値（140 円）における潜在株式数：714,280 株 

行使価額下限値（35 円）における潜在株式数：2,857,140 株 
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現時点における 

転 換 状 況 

（ 行 使 状 況 ） 

転換済株式数（行使済株式数）：2,857,140 株 

現時点における 

潜 在 株 式 数 

― 

発行時における 

当初の資金使途 

短期借入金の返済原資の一部としての費用 

発行時における 

支 出 予 定 時 期 

平成 22 年 10 月～平成 24 年 3月 

現時点における 

充 当 状 況 

当初の資金使途のとおり充当済 

 

・第三者割当による第 3回転換社債型新株予約権付社債 

発 行 期 日 平成 22 年 10 月 21 日 

調 達 資 金 の 額 189,000,000 円（差引手取概算額） 

転 換 価 額 1 株あたり 70 円 

募集時における 

発 行 済 株 式 数 

58,224,201 株 

当該募集による 

発 行 株 式 数 

― 

募集後における 

発行済株式総数 

58,224,201 株 

割 当 先 

Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド） 

Brillance Multi Strategy Fund（ブリランス・マルチ・ストラテジー・フ

ァンド） 

当該募集による 

潜 在 株 式 数 

当初の転換価額（70 円）における潜在株式数：2,857,120 株 

転換価額上限値（140 円）における潜在株式数：1,428,560 株 

転換価額下限値（35 円）における潜在株式数：5,714,280 株 

現時点における 

転 換 状 況 

（ 行 使 状 況 ） 

転換済株式数（行使済株式数）：5,714,280 株 

現時点における 

潜 在 株 式 数 

― 

発行時における 

当初の資金使途 

短期借入金の返済原資の一部としての費用 

発行時における 

支 出 予 定 時 期 

平成 22 年 10 月～平成 22 年 12 月 

現時点における 

充 当 状 況 

当初の資金使途のとおり充当済 

 

・第三者割当による第 4回転換社債型新株予約権付社債 

発 行 期 日 平成 22 年 10 月 21 日 
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調 達 資 金 の 額 38,000,000 円（差引手取概算額） 

転 換 価 額 1 株あたり 70 円 

募集時における 

発 行 済 株 式 数 

58,224,201 株 

当該募集による 

発 行 株 式 数 

― 

募集後における 

発行済株式総数 

58,224,201 株 

割 当 先 株式会社ジー・コミュニケーション 

当該募集による 

潜 在 株 式 数 

当初の転換価額（70 円）における潜在株式数：571,420 株 

転換価額上限値（140 円）における潜在株式数：285,700 株 

転換価額下限値（35 円）における潜在株式数：1,142,840 株 

現時点における 

転 換 状 況 

（ 行 使 状 況 ） 

転換済株式数（行使済株式数）：571,427 株 

現時点における 

潜 在 株 式 数 

― 

発行時における 

当初の資金使途 

新規出店費用、既存店舗の改修費用 

発行時における 

支 出 予 定 時 期 

平成 22 年 10 月 

現時点における 

充 当 状 況 

当初の資金使途のとおり充当済 

 

・第三者割当による第 5回転換社債型新株予約権付社債 

発 行 期 日 平成 22 年 10 月 21 日 

調 達 資 金 の 額 123,000,000 円（差引手取概算額） 

転 換 価 額 1 株あたり 70 円 

募集時における 

発 行 済 株 式 数 

58,224,201 株 

当該募集による 

発 行 株 式 数 

― 

募集後における 

発行済株式総数 

58,224,201 株 

割 当 先 株式会社ジー・コミュニケーション 

当該募集による 

潜 在 株 式 数 

当初の転換価額（70 円）における潜在株式数：1,857,128 株 

転換価額上限値（140 円）における潜在株式数：928,564 株 

転換価額下限値（35 円）における潜在株式数：3,714,282 株 

現時点における 

転 換 状 況 

（ 行 使 状 況 ） 

転換済株式数（行使済株式数）：1,857,142 株 

現時点における 

潜 在 株 式 数 

― 
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発行時における 

当初の資金使途 

長期借入金の返済原資の一部としての費用 

発行時における 

支 出 予 定 時 期 

平成 22 年 10 月～平成 22 年 11 月 

現時点における 

充 当 状 況 

当初の資金使途のとおり充当済 

 

11．発行要領 

別紙に記載のとおりです。 

 

以  上 



別紙 
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株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト    

第第第第 6666 回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項 

 

 

1 社債の名称 株式会社ジー・テイスト第 6 回無担保転換社債型新株予約権付

社債 

(転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付)(以下｢本新

株予約権付社債｣といい、そのうち社債部分のみを｢本社債｣、新

株予約権部分のみを｢本新株予約権｣という。) 

2 社債の総額 金 400,000,000 円 

3 各社債の金額 金 10,000,000 円 

4 各社債の払込金

額 

額面 100 円につき金 98円 

5 新株予約権付社

債券の券面 

本新株予約権付社債については記名式とし、新株予約権付社債

券は発行しないものとする。 

また、本新株予約権付社債は会社法第 254 条第 2 項本文及び第

3 項本文の定めにより、本社債と本新株予約権のうち一方のみ

を譲渡することはできない。 

6 社債の利率 本社債には利息を付さない。 

7 申込期間及び申

込取扱場所 

平成 25 年 3 月 18 日 

株式会社ジー・テイスト 管理本部 

8 本社債の払込期

日 

平成 25 年 3 月 18 日 

9 本新株予約権の

割当日 

平成 25 年 3 月 18 日 

10 募集方法 第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当て

る。 

11 担保・保証の有

無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また

本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。 

12 社債管理者の不

設置 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書及び会社法施行規

則第 169 条の要件を充たすものであり、社債管理者は設置され

ない。 

13 償還の方法及び

期限 

本社債は、平成 32年 3月 18 日(以下｢償還期限｣という。)(但し、

償還期限が日本における銀行営業日(以下｢営業日｣という。)で

はない場合、本新株予約権付社債の社債権者はその直後の営業

日まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払いを受けるこ

とができず、またかかる支払いの繰延べに関して追加支払いを
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受ける権利を有しないものとする。)に、その総額を額面 100 円

につき金 100 円で償還する。 

14 本新株予約権に関する事項 

(1) 本社債に付され

た本新株予約権

の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は 1 個とし、合計 40 個の

本新株予約権を発行する。 

(2) 各本新株予約権

の発行価額 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

(3) 本新株予約権の

目的である株式

の種類及び数の

算定方法 

本新株予約権の行使の請求(以下｢行使請求｣という。)により当

社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分(以下、当社普通株式の発行又は処分を

｢交付｣という。)する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の

総額を本項第(4)号②記載の転換価額(但し、本項第(5)号の定め

るところに従い調整された場合は調整後の転換価額)で除して

得られる最大整数とする。但し、行使により生じる 1 株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

(4) 本新株予約権の

行使に際して出

資される財産の

内容及びその価

額又はその算定

方法 

① 本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新

株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額はその額面金

額と同額とする。なお、本新株予約権の行使に際して出資

の目的とされる本社債は、第 13 項の規定にかかわらず、本

新株予約権の行使の効力発生と同時に償還期限が到来し、

かつ消滅するものとする。 

② 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算

定するにあたり用いられる 1 株あたりの額(以下｢転換価

額｣という。)は、35.0 円とする。    

(5) 転換価額の調整 ① 当社は、本新株予約権の発行後、本号②に掲げる各事由に

より当社普通株式が交付され、発行済普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式(以下｢転換価額調整式｣という。)をもって転換価

額を調整する。 

 

      
既発行普

通株式数 
＋ 

交付普通株式数× 
1株当たり

の払込金額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

② 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその

調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるとこ



 

 23

ろによる。 

(i) 本号④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式を新たに交付する場合(但し、当社の発

行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)の調整後の

転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設け

られているときは、当該払込期間の最終日とする。以

下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株主割当

日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発

行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための

基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について

普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日

があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当

について普通株主に割当を受ける権利を与えるため

の基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当

社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力

発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。 

(ⅲ) 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本号

④(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社普通

株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合

(無償割当の場合を含む。)又は本号④(ⅱ)に定める時

価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他

の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当の場合

を含む。)、調整後の転換価額は、発行される取得請

求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債そ

の他の証券又は権利の全てが転換価額で請求又は行

使されて当社普通株式が交付されたものとみなして

転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期

日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当

日、無償割当の場合は効力発生日)の翌日以降これを

適用する。 

但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、
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その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される

当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権

若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後の転換価

額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求

権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その

他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件

で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたもの

とみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用す

る。 

(ⅳ) 上記(i)乃至(ⅲ)の各取引において、その権利の割当

てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その

他当社の機関の承認を条件としているときは、上記

(i)乃至(ⅲ)にかかわらず、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新

株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

株式数＝ 

(調整前 

転換価額 
－ 

調整後 

転換価額) 
× 

調整前転換価額により当該期間

内に交付された当社普通株式数 

調整後転換価額 

但し、行使により生ずる 1 株未満の端数は切り捨て、

現金調整は行わない。 

③ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整

前の転換価額との差額が 1 円未満にとどまる限りは、転換

価額の調整はこれを行わない。但し、その後の転換価額の

調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合

は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前

転換価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

④ その他 

(i) 転換価額調整式の計算については、1 円未満の端数を

四捨五入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額

を適用する日(但し、本号②(ⅳ)の場合は基準日)に先
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立つ 45取引日目に始まる 30取引日の取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値(当日付けで

終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値

の計算は、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2

位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日が

ある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整

後の転換価額を適用する日 1か月前の日における当社

の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式の数を控除した数とする。また、本号

②(ⅱ)の場合には、転換価額調整式で使用する交付普

通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株

式に割当てられる当社普通株式数を含まないものと

する。 

⑤ 本号②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に

掲げる場合には、当社は必要な転換価額の調整を行う。 

(i) 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継

会社(本項第(12)号において定義する。以下同じ。)と

する吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換のた

めに転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可

能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生

し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を

考慮する必要があるとき。 

⑥ 本号に定めるところにより転換価額の調整を行うときは、

当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調

整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を、適用の日の前日までに本社債権者に通知

する。但し、本号②(ⅳ)の場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降

すみやかにこれを行う。 

(6) 本新株予約権を

行使することが

平成 25 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 18 日(当該日が営業日で

はない場合には、その直前の営業日)までとする。但し、当社が
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できる期間 本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪

失したときまでとする。 

(7) その他の本新株

予約権の行使の

条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

(8) 本新株予約権の

取得の事由及び

消却の条件 

取得の事由及び取得の条件は定めない。 

(9) 新株予約権の行

使により株式を

発行する場合に

おける増加する

資本金及び資本

準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本金の額は、会社計算規則第 17 条の規定に従い算出される

資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果 1 円未

満の端数が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。また

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じて得た額とする。 

(10) 本新株予約権と

引換えに金銭の

払込みを要しな

いこととする理

由及び転換価額

の算定理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたもの

であり、本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権の

行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社

債と本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮し、本新

株予約権に内在する理論的な経済価値と本社債の利率及び発行

価額等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価値と

を勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない

こととした。また、転換価額は、当該発行に係る取締役会決議

日の直前取引日(平成25年2月14日)を基準とした過去3か月間の

株式会社大阪証券取引所における当社株式の普通取引の終値の

平均株価38.9円の90％である35.0円（小数点以下第二位を四捨

五入）とした。 

(11) 本新株予約権の

行使請求の方法 

① 本新株予約権を行使請求しようとする本社債権者は、所定

の行使請求書に、行使請求しようとする本新株予約権に係

る本新株予約権付社債を表示し、請求の年月日等を記載し

てこれに記名押印した上、本項第(6)号記載の行使請求期間

中に第 19 項記載の行使請求の受付場所に提出しなければ

ならない。 

② 行使請求の受付場所に対し行使請求書を提出した本社債権

者は、その後これを撤回することはできない。 

③ 行使請求の効力は、行使請求書が行使請求の受付場所に到
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着した日に発生する。 

④ 当社は、行使請求の効力発生後当該行使請求に係る本新株

予約権者に対し、当該本新株予約権者が指定する振替機関

又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式

の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

(12) 合併、会社分割、

株式交換及び株

式移転の場合の

新株予約権の交

付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社と

なる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新設分割会社と

なる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式

移転完全子会社となる株式移転(以下｢組織再編成行為｣と総称

する。)を行う場合は、当社は、当該組織再編成行為に係る吸収

合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分

割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社

(以下｢承継会社｣と総称する。)をして、当該組織再編成行為の

効力発生日の直前において残存する本新株予約権(以下｢残存新

株予約権｣という。)に代わり、残存本新株予約権の新株予約権

者に対して、以下の条件に基づき新たに承継会社の新株予約権

を交付させるよう最善の努力を尽くすものとする。 

① 新たに交付される承継会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の

数と同一の数とする。 

② 承継会社の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社の普通株式とする。 

③ 承継会社の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社の新株予約権の行使により交付される承継会社の

普通株式の数は、本項第(3)号に基づき決定される本新株予

約権の目的となる株式の数に、組織再編成行為に際して定

められる株式の割当比率を乗じた数(但し、組織再編成行為

の条件等を勘案して必要に応じ合理的な調整を行うものと

する。)とする。 

④ 承継会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の内

容及びその価額又はその算定方法 

承継会社の新株予約権 1 個の行使に際して出資される財産

は、当該新株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額は

その額面金額と同額とする。なお、承継会社の新株予約権

の行使に際して出資の目的とされる本社債は、第 13 項の規

定にかかわらず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に
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償還期限が到来し、かつ消滅するものとする。 

⑤ 承継会社の新株予約権を行使することができる期間 

本項第(6)号に規定される本新株予約権の行使期間の開始

日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、同号に規定される本新株予約権の行使期間の終了日ま

でとする。 

⑥ 承継会社の新株予約権の譲渡に関する事項 

承継会社の新株予約権の譲渡については、承継会社の承認

を要するものとする。 

15 財 務 上 の 特 約

(担保提供制限) 

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新

株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社

債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予

約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担

保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会

社法第 2 条第 22 号に定められた新株予約権付社債であって、会

社法第 236 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、新株予約権の行使

に際して、当該新株予約権に係る社債を出資することが当該新

株予約権の内容とされたものをいう。 

16 期限の利益の喪

失 

 

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。 

(1) 当社が第 13 項又は第 15 項の規定に違背し、本新株予約権

付社債の本社債権者から是正を求める通知を受領した後

30 日以内にその履行又は補正をすることができないとき。 

(2) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始若しくは特別清算開始の申立をし、又は当社の取締役

会において解散(合併の場合を除く。)の決議を行ったとき。 

(3) 当社が、破産手続開始決定、民事再生手続開始決定若しく

は会社更生手続開始決定又は特別清算開始の命令を受けた

とき。 

(4) 当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮

差押若しくは仮処分の執行若しくは競売(公売を含む。)の

申立てを受け、又は滞納処分としての差押を受ける等当社

の信用を著しく害する事実が生じたとき。 

17 譲渡制限 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

18 償還金支払事務

取扱者(償還金

株式会社ジー・テイスト 管理本部 
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支払場所) 

19 行使請求の受付

場所 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20 本社債権者に通

知する場合の公

告の方法 

本新株予約権付社債の社債権者に対して公告をする場合は、当

社の定款所定の方法によりこれを行う。但し、法令に別段の定

めがある場合を除き、公告の掲載に代えて各本新株予約権付社

債の社債権者に直接通知する方法によることができる。 

21 社債権者集会に

関する事項 

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、

開催日の少なくとも 3 週間前に本社債の社債権者集会を開

く旨及び会社法第 719 条各号所定の事項を前項に定める方

法により公告する。 

(2) 本社債の社債権者集会は宮城県においてこれを行う。 

(3) 本社債総額(償還済みの額を除く。)の 10 分の 1 以上を保有

する本社債権者は、会議の目的たる事項及び招集の理由を

記載した書面を当社に提出して、本社債の社債権者集会の

招集を請求することができる。 

22 その他 (1) 会社法その他の法律の改正等により、本要項の規定中読替

えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講ずる。 

(2) 上記各項については金融商品取引法による届出の効力発生

を条件とする。 

(3) 上記に定めるもののほか、本新株予約権付社債の発行に関

し必要な事項は、当社の代表取締役社長に一任する。 
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株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト    

第第第第 7777 回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項 

 

 

1 社債の名称 株式会社ジー・テイスト第 7 回無担保転換社債型新株予約権付

社債 

(転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付)(以下｢本新

株予約権付社債｣といい、そのうち社債部分のみを｢本社債｣、新

株予約権部分のみを｢本新株予約権｣という。) 

2 社債の総額 金 400,000,000 円 

3 各社債の金額 金 10,000,000 円 

4 各社債の払込金

額 

額面 100 円につき金 98円 

5 新株予約権付社

債券の券面 

本新株予約権付社債については記名式とし、新株予約権付社債

券は発行しないものとする。 

また、本新株予約権付社債は会社法第 254 条第 2 項本文及び第

3 項本文の定めにより、本社債と本新株予約権のうち一方のみ

を譲渡することはできない。 

6 社債の利率 本社債には利息を付さない。 

7 申込期間及び申

込取扱場所 

平成 25 年 3 月 18 日 

株式会社ジー・テイスト 管理本部 

8 本社債の払込期

日 

平成 25 年 3 月 18 日 

9 本新株予約権の

割当日 

平成 25 年 3 月 18 日 

10 募集方法 第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当て

る。 

11 担保・保証の有

無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また

本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。 

12 社債管理者の不

設置 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書及び会社法施行規

則第 169 条の要件を充たすものであり、社債管理者は設置され

ない。 

13 償還の方法及び

期限 

本社債は、平成 32年 3月 18 日(以下｢償還期限｣という。)(但し、

償還期限が日本における銀行営業日(以下｢営業日｣という。)で

はない場合、本新株予約権付社債の社債権者はその直後の営業

日まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払いを受けるこ

とができず、またかかる支払いの繰延べに関して追加支払いを
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受ける権利を有しないものとする。)に、その総額を額面 100 円

につき金 100 円で償還する。 

14 本新株予約権に関する事項 

(1) 本社債に付され

た本新株予約権

の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は 1 個とし、合計 40 個の

本新株予約権を発行する。 

(2) 各本新株予約権

の発行価額 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

(3) 本新株予約権の

目的である株式

の種類及び数の

算定方法 

本新株予約権の行使の請求(以下｢行使請求｣という。)により当

社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分(以下、当社普通株式の発行又は処分を

｢交付｣という。)する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の

総額を本項第(4)号②記載の転換価額(但し、本項第(5)号の定め

るところに従い調整された場合は調整後の転換価額)で除して

得られる最大整数とする。但し、行使により生じる 1 株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

(4) 本新株予約権の

行使に際して出

資される財産の

内容及びその価

額又はその算定

方法 

① 本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新

株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額はその額面金

額と同額とする。なお、本新株予約権の行使に際して出資

の目的とされる本社債は、第 13 項の規定にかかわらず、本

新株予約権の行使の効力発生と同時に償還期限が到来し、

かつ消滅するものとする。 

② 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算

定するにあたり用いられる 1 株あたりの額(以下｢転換価

額｣という。)は、35.0 円とする。    

(5) 転換価額の調整 ① 当社は、本新株予約権の発行後、本号②に掲げる各事由に

より当社普通株式が交付され、発行済普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式(以下｢転換価額調整式｣という。)をもって転換価

額を調整する。 

 

      
既発行普

通株式数 
＋ 

交付普通株式数× 
1株当たり

の払込金額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

② 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその

調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるとこ
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ろによる。 

(i) 本号④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式を新たに交付する場合(但し、当社の発

行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)の調整後の

転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設け

られているときは、当該払込期間の最終日とする。以

下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株主割当

日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発

行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための

基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について

普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日

があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当

について普通株主に割当を受ける権利を与えるため

の基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当

社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力

発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。 

(ⅲ) 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本号

④(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社普通

株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合

(無償割当の場合を含む。)又は本号④(ⅱ)に定める時

価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他

の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当の場合

を含む。)、調整後の転換価額は、発行される取得請

求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債そ

の他の証券又は権利の全てが転換価額で請求又は行

使されて当社普通株式が交付されたものとみなして

転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期

日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当

日、無償割当の場合は効力発生日)の翌日以降これを

適用する。 

但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、
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その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される

当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権

若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後の転換価

額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求

権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その

他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件

で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたもの

とみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用す

る。 

(ⅳ) 上記(i)乃至(ⅲ)の各取引において、その権利の割当

てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その

他当社の機関の承認を条件としているときは、上記

(i)乃至(ⅲ)にかかわらず、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新

株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

株式数＝ 

(調整前 

転換価額 
－ 

調整後 

転換価額) 
× 

調整前転換価額により当該期間

内に交付された当社普通株式数 

調整後転換価額 

但し、行使により生ずる 1 株未満の端数は切り捨て、

現金調整は行わない。 

③ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整

前の転換価額との差額が 1 円未満にとどまる限りは、転換

価額の調整はこれを行わない。但し、その後の転換価額の

調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合

は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前

転換価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

④ その他 

(i) 転換価額調整式の計算については、1 円未満の端数を

四捨五入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額

を適用する日(但し、本号②(ⅳ)の場合は基準日)に先
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立つ 45取引日目に始まる 30取引日の取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値(当日付けで

終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値

の計算は、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2

位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日が

ある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整

後の転換価額を適用する日 1か月前の日における当社

の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式の数を控除した数とする。また、本号

②(ⅱ)の場合には、転換価額調整式で使用する交付普

通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株

式に割当てられる当社普通株式数を含まないものと

する。 

⑤ 本号②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に

掲げる場合には、当社は必要な転換価額の調整を行う。 

(i) 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継

会社(本項第(12)号において定義する。以下同じ。)と

する吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換のた

めに転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可

能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生

し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を

考慮する必要があるとき。 

⑥ 本号に定めるところにより転換価額の調整を行うときは、

当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調

整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を、適用の日の前日までに本社債権者に通知

する。但し、本号②(ⅳ)の場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降

すみやかにこれを行う。 

(6) 本新株予約権を

行使することが

平成 25 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 18 日(当該日が営業日で

はない場合には、その直前の営業日)までとする。但し、当社が
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できる期間 本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪

失したときまでとする。 

(7) その他の本新株

予約権の行使の

条件 

① 各本新株予約権の一部行使はできない。 

② 本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケ

ーション又はその承継会社が所有している当社又はその承

継会社の株式(第三者を通じて保有している当該株式を除

く。)に係る議決権の数が当社又はその承継会社の総株主の

議決権の 40％未満となる場合には、本新株予約権の行使は

できない。 

(8) 本新株予約権の

取得の事由及び

消却の条件 

取得の事由及び取得の条件は定めない。 

(9) 新株予約権の行

使により株式を

発行する場合に

おける増加する

資本金及び資本

準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本金の額は、会社計算規則第 17 条の規定に従い算出される

資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果 1 円未

満の端数が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。また

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じて得た額とする。 

(10) 本新株予約権と

引換えに金銭の

払込みを要しな

いこととする理

由及び転換価額

の算定理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたもの

であり、本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権の

行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社

債と本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮し、本新

株予約権に内在する理論的な経済価値と本社債の利率及び発行

価額等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価値と

を勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない

こととした。また、転換価額は、当該発行に係る取締役会決議

日の直前取引日(平成25年2月14日)を基準とした過去3か月間の

株式会社大阪証券取引所における当社株式の普通取引の終値の

平均株価38.9円の90％である35.0円（小数点以下第二位を四捨

五入）とした。 

(11) 本新株予約権の

行使請求の方法 

① 本新株予約権を行使請求しようとする本社債権者は、所定

の行使請求書に、行使請求しようとする本新株予約権に係

る本新株予約権付社債を表示し、請求の年月日等を記載し

てこれに記名押印した上、本項第(6)号記載の行使請求期間

中に第 19 項記載の行使請求の受付場所に提出しなければ



 

 36

ならない。 

② 行使請求の受付場所に対し行使請求書を提出した本社債権

者は、その後これを撤回することはできない。 

③ 行使請求の効力は、行使請求書が行使請求の受付場所に到

着した日に発生する。 

④ 当社は、行使請求の効力発生後当該行使請求に係る本新株

予約権者に対し、当該本新株予約権者が指定する振替機関

又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式

の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

(12) 合併、会社分割、

株式交換及び株

式移転の場合の

新株予約権の交

付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社と

なる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新設分割会社と

なる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式

移転完全子会社となる株式移転(以下｢組織再編成行為｣と総称

する。)を行う場合は、当社は、当該組織再編成行為に係る吸収

合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分

割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社

(以下｢承継会社｣と総称する。)をして、当該組織再編成行為の

効力発生日の直前において残存する本新株予約権(以下｢残存新

株予約権｣という。)に代わり、残存本新株予約権の新株予約権

者に対して、以下の条件に基づき新たに承継会社の新株予約権

を交付させるよう最善の努力を尽くすものとする。 

① 新たに交付される承継会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の

数と同一の数とする。 

② 承継会社の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社の普通株式とする。 

③ 承継会社の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社の新株予約権の行使により交付される承継会社の

普通株式の数は、本項第(3)号に基づき決定される本新株予

約権の目的となる株式の数に、組織再編成行為に際して定

められる株式の割当比率を乗じた数(但し、組織再編成行為

の条件等を勘案して必要に応じ合理的な調整を行うものと

する。)とする。 

④ 承継会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の内

容及びその価額又はその算定方法 

承継会社の新株予約権 1 個の行使に際して出資される財産
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は、当該新株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額は

その額面金額と同額とする。なお、承継会社の新株予約権

の行使に際して出資の目的とされる本社債は、第 13 項の規

定にかかわらず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に

償還期限が到来し、かつ消滅するものとする。 

⑤ 承継会社の新株予約権を行使することができる期間 

本項第(6)号に規定される本新株予約権の行使期間の開始

日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、同号に規定される本新株予約権の行使期間の終了日ま

でとする。 

⑥ 承継会社の新株予約権の譲渡に関する事項 

承継会社の新株予約権の譲渡については、承継会社の承認

を要するものとする。 

15 財 務 上 の 特 約

(担保提供制限) 

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新

株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社

債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予

約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担

保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会

社法第 2 条第 22 号に定められた新株予約権付社債であって、会

社法第 236 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、新株予約権の行使

に際して、当該新株予約権に係る社債を出資することが当該新

株予約権の内容とされたものをいう。 

16 期限の利益の喪

失 

 

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。 

(1) 当社が第 13 項又は第 15 項の規定に違背し、本新株予約権

付社債の本社債権者から是正を求める通知を受領した後

30 日以内にその履行又は補正をすることができないとき。 

(2) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始若しくは特別清算開始の申立をし、又は当社の取締役

会において解散(合併の場合を除く。)の決議を行ったとき。 

(3) 当社が、破産手続開始決定、民事再生手続開始決定若しく

は会社更生手続開始決定又は特別清算開始の命令を受けた

とき。 

(4) 当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮

差押若しくは仮処分の執行若しくは競売(公売を含む。)の

申立てを受け、又は滞納処分としての差押を受ける等当社

の信用を著しく害する事実が生じたとき。 
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17 譲渡制限 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

18 償還金支払事務

取扱者(償還金

支払場所) 

株式会社ジー・テイスト 管理本部 

19 行使請求の受付

場所 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20 本社債権者に通

知する場合の公

告の方法 

本新株予約権付社債の社債権者に対して公告をする場合は、当

社の定款所定の方法によりこれを行う。但し、法令に別段の定

めがある場合を除き、公告の掲載に代えて各本新株予約権付社

債の社債権者に直接通知する方法によることができる。 

21 社債権者集会に

関する事項 

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、

開催日の少なくとも 3 週間前に本社債の社債権者集会を開

く旨及び会社法第 719 条各号所定の事項を前項に定める方

法により公告する。 

(2) 本社債の社債権者集会は宮城県においてこれを行う。 

(3) 本社債総額(償還済みの額を除く。)の 10 分の 1 以上を保有

する本社債権者は、会議の目的たる事項及び招集の理由を

記載した書面を当社に提出して、本社債の社債権者集会の

招集を請求することができる。 

22 その他 (1) 会社法その他の法律の改正等により、本要項の規定中読替

えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講ずる。 

(2) 上記各項については金融商品取引法による届出の効力発生

を条件とする。 

(3) 上記に定めるもののほか、本新株予約権付社債の発行に関

し必要な事項は、当社の代表取締役社長に一任する。 
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株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト株式会社ジー・テイスト    

第第第第 8888 回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項回新株予約権付社債発行要項 

 

 

1 社債の名称 株式会社ジー・テイスト第 8 回無担保転換社債型新株予約権付

社債 

(転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付)(以下｢本新

株予約権付社債｣といい、そのうち社債部分のみを｢本社債｣、新

株予約権部分のみを｢本新株予約権｣という。) 

2 社債の総額 金 400,000,000 円 

3 各社債の金額 金 10,000,000 円 

4 各社債の払込金

額 

額面 100 円につき金 98円 

5 新株予約権付社

債券の券面 

本新株予約権付社債については記名式とし、新株予約権付社債

券は発行しないものとする。 

また、本新株予約権付社債は会社法第 254 条第 2 項本文及び第

3 項本文の定めにより、本社債と本新株予約権のうち一方のみ

を譲渡することはできない。 

6 社債の利率 本社債には利息を付さない。 

7 申込期間及び申

込取扱場所 

平成 25 年 3 月 18 日 

株式会社ジー・テイスト 管理本部 

8 本社債の払込期

日 

平成 25 年 3 月 18 日 

9 本新株予約権の

割当日 

平成 25 年 3 月 18 日 

10 募集方法 第三者割当の方法により、全額を株式会社神戸物産に割り当て

る。 

11 担保・保証の有

無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また

本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。 

12 社債管理者の不

設置 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書及び会社法施行規

則第 169 条の要件を充たすものであり、社債管理者は設置され

ない。 

13 償還の方法及び

期限 

本社債は、平成 32年 3月 18 日(以下｢償還期限｣という。)(但し、

償還期限が日本における銀行営業日(以下｢営業日｣という。)で

はない場合、本新株予約権付社債の社債権者はその直後の営業

日まで当該償還期限に支払われるべき金額の支払いを受けるこ

とができず、またかかる支払いの繰延べに関して追加支払いを
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受ける権利を有しないものとする。)に、その総額を額面 100 円

につき金 100 円で償還する。 

14 本新株予約権に関する事項 

(1) 本社債に付され

た本新株予約権

の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は 1 個とし、合計 40 個の

本新株予約権を発行する。 

(2) 各本新株予約権

の発行価額 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。 

(3) 本新株予約権の

目的である株式

の種類及び数の

算定方法 

本新株予約権の行使の請求(以下｢行使請求｣という。)により当

社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分(以下、当社普通株式の発行又は処分を

｢交付｣という。)する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の

総額を本項第(4)号②記載の転換価額(但し、本項第(5)号の定め

るところに従い調整された場合は調整後の転換価額)で除して

得られる最大整数とする。但し、行使により生じる 1 株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

(4) 本新株予約権の

行使に際して出

資される財産の

内容及びその価

額又はその算定

方法 

① 本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新

株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額はその額面金

額と同額とする。なお、本新株予約権の行使に際して出資

の目的とされる本社債は、第 13 項の規定にかかわらず、本

新株予約権の行使の効力発生と同時に償還期限が到来し、

かつ消滅するものとする。 

② 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算

定するにあたり用いられる 1 株あたりの額(以下｢転換価

額｣という。)は、35.0 円とする。    

(5) 転換価額の調整 ① 当社は、本新株予約権の発行後、本号②に掲げる各事由に

より当社普通株式が交付され、発行済普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定

める算式(以下｢転換価額調整式｣という。)をもって転換価

額を調整する。 

 

      
既発行普

通株式数 
＋ 

交付普通株式数× 
1株当たり

の払込金額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

② 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその

調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるとこ
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ろによる。 

(i) 本号④(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式を新たに交付する場合(但し、当社の発

行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)の調整後の

転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設け

られているときは、当該払込期間の最終日とする。以

下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株主割当

日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発

行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための

基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について

普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日

があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当

について普通株主に割当を受ける権利を与えるため

の基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当

社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力

発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。 

(ⅲ) 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本号

④(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社普通

株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合

(無償割当の場合を含む。)又は本号④(ⅱ)に定める時

価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他

の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当の場合

を含む。)、調整後の転換価額は、発行される取得請

求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債そ

の他の証券又は権利の全てが転換価額で請求又は行

使されて当社普通株式が交付されたものとみなして

転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期

日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当

日、無償割当の場合は効力発生日)の翌日以降これを

適用する。 

但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、
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その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される

当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権

若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後の転換価

額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求

権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その

他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件

で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたもの

とみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用す

る。 

(ⅳ) 上記(i)乃至(ⅲ)の各取引において、その権利の割当

てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その

他当社の機関の承認を条件としているときは、上記

(i)乃至(ⅲ)にかかわらず、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新

株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

株式数＝ 

(調整前 

転換価額 
－ 

調整後 

転換価額) 
× 

調整前転換価額により当該期間内

に交付された当社普通株式数 

調整後転換価額 

但し、行使により生ずる 1 株未満の端数は切り捨て、

現金調整は行わない。 

③ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整

前の転換価額との差額が 1 円未満にとどまる限りは、転換

価額の調整はこれを行わない。但し、その後の転換価額の

調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合

は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前

転換価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

④ その他 

(i) 転換価額調整式の計算については、1 円未満の端数を

四捨五入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額

を適用する日(但し、本号②(ⅳ)の場合は基準日)に先
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立つ 45取引日目に始まる 30取引日の取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値(当日付けで

終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値

の計算は、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2

位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日が

ある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整

後の転換価額を適用する日 1か月前の日における当社

の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式の数を控除した数とする。また、本号

②(ⅱ)の場合には、転換価額調整式で使用する交付普

通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株

式に割当てられる当社普通株式数を含まないものと

する。 

⑤ 本号②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に

掲げる場合には、当社は必要な転換価額の調整を行う。 

(i) 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継

会社(本項第(12)号において定義する。以下同じ。)と

する吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換のた

めに転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可

能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生

し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を

考慮する必要があるとき。 

⑥ 本号に定めるところにより転換価額の調整を行うときは、

当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調

整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を、適用の日の前日までに本社債権者に通知

する。但し、本号②(ⅳ)の場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降

すみやかにこれを行う。 

(6) 本新株予約権を

行使することが

平成 26年 3月 18日から平成 32年 3月 18日(当該日が営業日で

はない場合には、その直前の営業日)までとする。但し、当社が
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できる期間 本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪

失したときまでとする。 

(7) その他の本新株

予約権の行使の

条件 

① 各本新株予約権の一部行使はできない。 

② 本新株予約権の行使によって、株式会社ジー・コミュニケ

ーション又はその承継会社が所有している当社又はその承

継会社の株式(第三者を通じて保有している当該株式を除

く。)に係る議決権の数が当社又はその承継会社の総株主の

議決権の 40％未満となる場合には、本新株予約権の行使は

できない。 

(8) 本新株予約権の

取得の事由及び

消却の条件 

取得の事由及び取得の条件は定めない。 

(9) 新株予約権の行

使により株式を

発行する場合に

おける増加する

資本金及び資本

準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本金の額は、会社計算規則第 17 条の規定に従い算出される

資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果 1 円未

満の端数が生じる場合はその端数を切上げた金額とする。また

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加す

る資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じて得た額とする。 

(10) 本新株予約権と

引換えに金銭の

払込みを要しな

いこととする理

由及び転換価額

の算定理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたもの

であり、本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権の

行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社

債と本新株予約権が相互に密接に関係することを考慮し、本新

株予約権に内在する理論的な経済価値と本社債の利率及び発行

価額等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価値と

を勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない

こととした。また、転換価額は、当該発行に係る取締役会決議

日の直前取引日(平成25年2月14日)を基準とした過去3か月間の

株式会社大阪証券取引所における当社株式の普通取引の終値の

平均株価38.9円の90％である35.0円（小数点以下第二位を四捨

五入）とした。 

(11) 本新株予約権の

行使請求の方法 

① 本新株予約権を行使請求しようとする本社債権者は、所定

の行使請求書に、行使請求しようとする本新株予約権に係

る本新株予約権付社債を表示し、請求の年月日等を記載し

てこれに記名押印した上、本項第(6)号記載の行使請求期間

中に第 19 項記載の行使請求の受付場所に提出しなければ
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ならない。 

② 行使請求の受付場所に対し行使請求書を提出した本社債権

者は、その後これを撤回することはできない。 

③ 行使請求の効力は、行使請求書が行使請求の受付場所に到

着した日に発生する。 

④ 当社は、行使請求の効力発生後当該行使請求に係る本新株

予約権者に対し、当該本新株予約権者が指定する振替機関

又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式

の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

(12) 合併、会社分割、

株式交換及び株

式移転の場合の

新株予約権の交

付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社と

なる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新設分割会社と

なる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式

移転完全子会社となる株式移転(以下｢組織再編成行為｣と総称

する。)を行う場合は、当社は、当該組織再編成行為に係る吸収

合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分

割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社

(以下｢承継会社｣と総称する。)をして、当該組織再編成行為の

効力発生日の直前において残存する本新株予約権(以下｢残存新

株予約権｣という。)に代わり、残存本新株予約権の新株予約権

者に対して、以下の条件に基づき新たに承継会社の新株予約権

を交付させるよう最善の努力を尽くすものとする。 

① 新たに交付される承継会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の

数と同一の数とする。 

② 承継会社の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社の普通株式とする。 

③ 承継会社の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社の新株予約権の行使により交付される承継会社の

普通株式の数は、本項第(3)号に基づき決定される本新株予

約権の目的となる株式の数に、組織再編成行為に際して定

められる株式の割当比率を乗じた数(但し、組織再編成行為

の条件等を勘案して必要に応じ合理的な調整を行うものと

する。)とする。 

④ 承継会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の内

容及びその価額又はその算定方法 

承継会社の新株予約権 1 個の行使に際して出資される財産
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は、当該新株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額は

その額面金額と同額とする。なお、承継会社の新株予約権

の行使に際して出資の目的とされる本社債は、第 13 項の規

定にかかわらず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に

償還期限が到来し、かつ消滅するものとする。 

⑤ 承継会社の新株予約権を行使することができる期間 

本項第(6)号に規定される本新株予約権の行使期間の開始

日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、同号に規定される本新株予約権の行使期間の終了日ま

でとする。 

⑥ 承継会社の新株予約権の譲渡に関する事項 

承継会社の新株予約権の譲渡については、承継会社の承認

を要するものとする。 

15 財 務 上 の 特 約

(担保提供制限) 

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新

株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社

債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予

約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担

保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会

社法第 2 条第 22 号に定められた新株予約権付社債であって、会

社法第 236 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、新株予約権の行使

に際して、当該新株予約権に係る社債を出資することが当該新

株予約権の内容とされたものをいう。 

16 期限の利益の喪

失 

 

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。 

(1) 当社が第 13 項又は第 15 項の規定に違背し、本新株予約権

付社債の本社債権者から是正を求める通知を受領した後

30 日以内にその履行又は補正をすることができないとき。 

(2) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始若しくは特別清算開始の申立をし、又は当社の取締役

会において解散(合併の場合を除く。)の決議を行ったとき。 

(3) 当社が、破産手続開始決定、民事再生手続開始決定若しく

は会社更生手続開始決定又は特別清算開始の命令を受けた

とき。 

(4) 当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮

差押若しくは仮処分の執行若しくは競売(公売を含む。)の

申立てを受け、又は滞納処分としての差押を受ける等当社

の信用を著しく害する事実が生じたとき。 
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17 譲渡制限 本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

18 償還金支払事務

取扱者(償還金

支払場所) 

株式会社ジー・テイスト 管理本部 

19 行使請求の受付

場所 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20 本社債権者に通

知する場合の公

告の方法 

本新株予約権付社債の社債権者に対して公告をする場合は、当

社の定款所定の方法によりこれを行う。但し、法令に別段の定

めがある場合を除き、公告の掲載に代えて各本新株予約権付社

債の社債権者に直接通知する方法によることができる。 

21 社債権者集会に

関する事項 

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、

開催日の少なくとも 3 週間前に本社債の社債権者集会を開

く旨及び会社法第 719 条各号所定の事項を前項に定める方

法により公告する。 

(2) 本社債の社債権者集会は宮城県においてこれを行う。 

(3) 本社債総額(償還済みの額を除く。)の 10 分の 1 以上を保有

する本社債権者は、会議の目的たる事項及び招集の理由を

記載した書面を当社に提出して、本社債の社債権者集会の

招集を請求することができる。 

22 その他 (1) 会社法その他の法律の改正等により、本要項の規定中読替

えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講ずる。 

(2) 上記各項については金融商品取引法による届出の効力発生

を条件とする。 

(3) 上記に定めるもののほか、本新株予約権付社債の発行に関

し必要な事項は、当社の代表取締役社長に一任する。 

 

 

 


